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近い将来発生が予測されている南海トラフ地震において，甚大な津波被害が懸念されている．中央防災

会議の報告書では津波による全壊建物棟数は 7.8 万棟と想定されており，減災に向けた一層の取り組みが
望まれている．被災後の迅速かつ適切な復興も大きな課題の一つである．被災地域の社会活動の再建･復

興は建築物やインフラの整備と強く関わりがあり，復興計画を立てる際には，被災地に蓄積されていた建

築物の資材量を把握しておくことが重要である．そのような考えから，本研究では，三連動型南海トラフ

地震発生による津波浸水予測の空間情報と全国の建築物に含まれる資材量の分布を示したマテリアルスト

ックデータベースを重ね合わせることにより，津波被害を受け，サービスを失う建築物の資材量｢Lost 
Stock｣の推計を行った． 
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１．はじめに	
 

 

	
 東日本大震災における津波は，東北地方太平洋沿岸

部を中心に甚大な被害を引き起し，3 年が過ぎた現在

においても克服すべき多くの課題を残している．近い

将来発生するとされる南海トラフを震源とした巨大地

震においても甚大な津波被害が懸念され，中央防災会

議を中心として被害想定が行われている．中央防災会

議の報告書 1)によると，東海地方が大きく被災するケ

ースでは，津波による全壊建物棟数は，東海地方太平

洋沿岸部三県において最大で約 7.8 万棟と想定されて

いる．また，環境省 2)による推計では，全被災地にお

いて最大約 3.5 億トン，中部地方で約 1 億トンの災害

廃棄物の発生が予測されている．また，これらの処理

に最大 20 年かかるとも推計されており，早急な対策

の必要性が考えられる． 

	
 平常時からの被害を減じる対策と同時に，それが発

生した後の対応を考えておくことも重要である．被災

後，迅速かつ適切な廃棄物処理及び復興を行うために

は，復興に必要な資材量の想定を行っておくことが重

要であり，この想定のためには，現在どこに，どれだ

けの資材量が蓄積されているかの情報が必要となる. 

	
 当研究グループ 3)4)5)では，東日本大震災における津

波遡上範囲の情報と全国の建築物とそれら一棟一棟が

蓄積する資材量の空間分布を示したマテリアルストッ

クデータベースを重ね合わせることで，津波遡上範囲

内にある建築物と建設資材量の推計を行った．また，

それらを本来提供すべきサービス失った物質重量“失

ったストック(Lost Stock)”と定義した．この研究は，

震災発生後に実際の津波遡上範囲の情報を用いて行わ

れたものだが，今後発生が予測される災害の空間情報

を利用することで，同様にして推計することが可能で

ある．それにより，復興に必要な資材量のベースライ

ンのベースラインを示すことが可能となる．  

	
 以上より，本研究では，マテリアルストックデータ

ベースと川崎ら(2012)6)が算出した三連動型地震におけ

る津波浸水予測の空間情報を重ね合わせることにより，

津波浸水被害が想定される地域に存在している建築物

と発生する“Lost Stock”の推計を行う. 
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２．マテリアルストックデータベース	
 

	
 

	
 マテリアルストックデータベースは，全国の建築物

が蓄積する建設資材量の空間分布を明らかとしたもの

である．基盤データとしてはゼンリンが提供している，

住宅地図データベース Zmap-TOWNⅡ(2003,2009)7)を利

用している．Zmap-TOWNⅡは，建築物の形状をポリ

ゴンデータとして保有しており，属性データとして，

用途区分，階数，建築物の名称といった情報が付され

ている．建築物が蓄積する建設資材量をより正確に推

計するには，各建築物の延床面積(階数×建築面積)に加

え，各建築物の構造種別の情報が必要であるが，

Zmap-TOWNⅡには，含まれていない情報があるため，

用途区分の情報や他の統計情報を用いて，補正を行っ

ている(谷川ら，2011)3)． 

	
 建設資材蓄積量の推計には原単位法を用いている．

原単位法では各建築物の延床面積に，構造種別ごとに

整備された単位延床面積当りに投入される建設資材量

(以下，資材投入原単位)を乗じることによって推計す

る．本研究で用いた資材投入原単位を表 1に示す(東岸

ら，2008)8)．この原単位は，一般的な建築工程が掲載

されている設計資料を用いて投入される部材を積算し，

単位延床面積あたりに投入される資材別の重量を推計

したものである． 

	
 以上により推計されたマテリアルストックデータベ

ースには，建物毎に砂利，木材，鉄，コンクリート，

ガラスなどといった資材別の蓄積量が示されている．

また，建物一棟一棟を最小空間単位として整備されて 

 

おり，市区町村，地域メッシュ，都道府県など任意の

空間単位で結果を集計することが可能である．また，

災害の空間情報と重ね合わせることで一棟毎の被害想

定を行うことが可能となり，狭い範囲で発生する災害

についても被害想定を行うことができる．	
 	
  

	
 図 1 は 1km メッシュで集計したものを 3D 表示した

ものである．また，基礎としてストックされる資材と

それ以外の上部構造としてストックされる資材に分け

て推計が行われており，上部構造の建設資材量を，例

えば津波災害のように，何らかの被害により上部構造

だけ破壊されて流出する資材，基礎の建設資材量を，

地中に残される資材として推計することも可能である． 

図１	
 全国の資材蓄積量の3D表示(2009)	
 

表 1	
 資材投入原単位	
 

（東岸ら，2008）	
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３．推計方法	
 

	
 

（１）	
 被害量の推計	
 

	
 マテリアルストックデータベースに津波浸水範囲の

空間情報を重ね合わせて，津波によって被害をうける

可能性のある建築物を抽出を行った．国土交通省 9)10)

は，東日本大震災において浸水深別・建物構造別被害

率を分析し，津波浸水深毎の建物被害率を算出してお

り，浸水深 2m 以上の範囲に存在した木造住宅が高確

率で全壊したこと，浸水深 4ｍ以上の範囲において非

木造構造物の全壊率が高いことがわかっている．した

がって，本研究では浸水全範囲に存在する建築物を抽

出し，さらに大きな被害が予測される範囲，つまり，

木造については津波浸水深 2m 以上の範囲内に，非木

造構造物(S 造，RC 造)については 4ｍ以上の範囲内に

存在する建築物をそれぞれ抽出した． 

	
 抽出された建築物，建設資材量を集計することによ

り，津波被害をうける可能性のある建築物と Lost Stock

の推計を行った．谷川らが定義した“失ったストック 

(Lost Stock)”は，何らかの被害により本来提供すべき

サービスを失った構造物の物質重量と定義されており，

提供すべきサービス，つまりは機能を失っただけで，

津波により直接流出しないものも含まれるため，直接

的にがれきの量となるわけではないことに留意された

い． 

	
 

（２）	
 津波浸水予測データ	
 

	
 津波浸水予測データは，川崎ら 6)によって算出され

た浸水予測を用いた．中央防災会議による三連動型地

震(M8.7)を基に，地殻変動量を推計したものであり，

地震規模が M8.7から M9.0に増加した場合に，地震エ

ネルギーが 2.82 倍となることから，波源域を変えずに

地殻変動量を 2.82 とし，M9.0 の三連動型地震での津

波浸水予測計算を実施している．また，一部の地域で

は震度 7 の強い揺れが予測され，地震動により防災構

造物が破壊されることが考えられていることから，防

潮堤や防波堤といった防災構造物が設計通りに完全に

機能した場合と，地震動により全壊し，機能しない場

合についてそれぞれ検討している.	
 

	
 本研究では，M9.0 で防災構造物が全壊した仮定での

浸水予測範囲のデータを用いて，静岡県･愛知県･三重

県における被害を受ける建築物とその建設資材量の算

出を行った．今回使用したデータにおいて伊勢湾周辺

の浸水予測範囲を図 3 に示す．海抜 0ｍ地帯は完全に

浸水し，浸水深 2〜3m となる地域が広がっており，広

範囲に被害がおよぶことが予想される．	
 

	
 

図 2	
 推計に用いた浸水範囲	
 

図 3	
 被害を受ける可能性のあるストック	
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４．結果 

	
  

	
 推計した Lost Stock を 500m メッシュで集計し，3D

表示したものを図 3 に示す．津波浸水範囲上にある建

築資材量を示したものであるが，名古屋市，浜松市，

津市などの都市部では，浸水範囲内に存在する建築物

が多くなるため大きな値となっている．特に，名古屋

市を中心とした海抜 0ｍ地帯では，浸水範囲の広さか

ら値の大きいメッシュが広く広がる．また，河川沿い

では内地まで被害が発生する可能性があることがわか

る． 

	
 伊勢湾周辺の推計結果図を図 4 及び図 5 に示す．図

4 は津波浸水範囲内にあるすべての建設資材量の分布

であり，図 5 は大きな被害が予測される建築物と資材

量を示している．図 5 では木造は 2ｍ以上，非木造は

4ｍ以上の浸水深となる範囲で抽出･集計を行っている

ため，被害発生が予測される範囲も狭く，値としても

小さくなっている．ビルなど非木造建築物が多いと考

えられる都市域では特に傾向が強いことが考えられる． 

	
 図 4 の津波浸水範囲内にあり，津波被害を受ける可

能性のある建築物数及び Lost Stock は，三県合計で，

約 110 万棟，1.95 億トンとなった．また，図 5 の大き

な被害が予測される建築物数及び Lost Stockは約 55万

棟，3,900万トンとなった．比較として，表 2に本研究

で用いた浸水予測面積と推計結果，および中央防災会

議による試算結果と浸水面積を合わせて示す．中央防

災会議試算値は，中央防災会議が行っている数ケース

の試算のうちで，東海地方が大きく被災するケースの

値である．本研究で用いた浸水範囲のデータは，防災

構造物が全壊し，機能しない最悪のケースを想定した

ものであり，浸水面積は三県合計で，中防災会議の浸

水予想面積の約 3倍の値となっている．  

表2	
 発生するLost	
 Stock	
 	
 

図 5	
 発生するLost	
 Stock	
 (大きな被害が予測される範囲)	
 

図 4	
 発生するLost	
 Stock	
 (全津波遡上範囲)	
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表 3 に浸水深 2ｍ以上の範囲内での市区町村別の推計

結果を示す．浸水全範囲で被害が予想される市町村の

内，浸水深が 2ｍに満たない地域については 0 として

いる．浜松市，名古屋市といった都市部では先述した

理由から，値は大きいものとなっている． 

 

 

４．おわりに	
 

	
 

	
 本研究では，M9.0 の三連動型地震における津波浸水

予測範囲とマテリアルストックデータベースを重ねあ

わせることにより，被害を受ける可能性のある建築物

と発生する Lost Stock の推計を行った．本研究と同様

にして，マテリアルストックデータベースと災害の空

間情報を活用することにより，被災前にどこにどれだ

けの資材が存在し，災害によってどれだけ失われるか

の可視化，把握を行うことが可能である．今後の課題

として，洪水などの自然災害での適用を行って行く． 

	
 また，このように可視化した情報を個人レベルで閲

覧･活用することが可能なように環境情報配信サイト

「Map Layered Japan」11)において，配信を予定している． 
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ESTIMATION OF THE LOST STOCK OF BUILDINGS 
BY THE NANKAI TROUGH EARTHQUAKE AND TSUNAMI 

 
Keita TAKAGI, Keijiro OKUOKA, Kenji SUGIMOTO and Hiroki TANIKAWA 

 
	
 	
 Japan was damaged seriously by the East Japan great earthquake and tsunami, and destruction of a large area 

and serious tsunami damage is a major concern in the Nankai Trough Earthquake whose outbreak is predicted to 

occur in the near future. In this study, we estimated the number of buildings that might be damaged by tsunami and 

Lost Stock. The data source comprise the material stock database which established by our research group, and the 

tsunami inundation range in the case of M9.0 Nankai Trough Earthquake occurrence． 
 


